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１．令和２年に発⽣した農作業死亡事故の調査結果①（概要）

○ 令和２年の農作業事故死亡者数は270人であり、前年（令和元年）と比べて11人減少。

○ 年齢別にみると、65歳以上の高齢者の割合が85％を占め、引き続き高い水準で推移。

○ 就業者10万人当たりの死亡事故者数は10.8人と過去10年間で最も高い水準となり、他産業との差は拡大傾向。

農作業事故死亡者数の推移 就業者10万人当たり死亡事故者数の推移
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（参考）交通事故の発⽣状況について

交通事故死者数の推移（昭和46年～令和３年）

※ 警察庁交通局交通企画課「令和３年中の交通事故死者数について」
（令和４年１月４日）より

人口10万人当たり高齢者（65歳以上）死者数の推移
（平成22年～令和３年）

※ 警察庁交通局交通企画課「令和３年中の交通事故死者数について」
（令和４年１月４日）より
算出に用いた人口は、各年の前年の人口であり、総務省統計資料「人口統

計」（各年１０月１日現在人口）による。

○ 我が国の社会全体が高齢化している中においても、交通事故死者数は、近年、大幅な減少を実現。また、人口10万
人当たりの高齢者の死者数も直近10年間で半減（7.83人→4.22人）。
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（参考）農作業安全確認運動の目標について

〇 令和２年に、農作業安全確認運動の目標として、農業機械作業に係る死亡事故を令和４年までの３年間で平成29
年比で半減する（211人→105人）との目標を策定。対策を集中的に行うこととしたところ。

○ 直近のデータである、令和２年の農業機械作業に係る死亡事故数は186人。目標の達成に向け、令和４年において
も農業機械作業への対策の強化が必要。

※１ 目標を設定した令和２年２月時点における最新データが平成29年であったため、平成29年の実績データを基準値として半減目標を設定。
※２ 令和４年の「農業機械作業以外」の件数（80件）は、厚生労働省が策定した第13次労働災害防止計画の目標値△15％より算定した仮の数字。

農作業安全確認運動における令和４年目標
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２．令和３年における取組報告④
（地域における取組状況）
○ 令和３年秋の農作業安全確認運動に係る地域における取組状況※をみると、シートベルト等の着用徹底の働きかけ

は約８割の地域で実施。一方で、安全フレーム等の追加装備・買い替えの促進や、公道走行時の灯火器類設置の促
進は約５割、そのほかの取組については約１～４割程度の実施にとどまることから、引き続き、地域における取組
の促進を図る必要。

○ また、シートベルト等の着用徹底の働きかけの実施方法の内訳（複数回答）をみると、チラシ等の啓発資料の配
布が約８割で最多となっている一方で、農業者が集まる会議・講習会や巡回時等の呼びかけ・声かけは約３割にと
どまる。

○ 乗用型トラクターの転落・転倒事故防止に向けては、シートベルト等の着用徹底の働きかけが重要であることか
ら、引き続き、啓発資料の配付等による情報提供の実施に加え、会議・講習会や巡回時等の呼びかけ・声かけの取
組も推進。

9

5%

28%

84%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

会議、講習会、巡回時等の

呼びかけ・声かけ

ポスター・チラシ等の啓発資料の

配布、HP等への掲載

取組あり

13%

20%

26%

27%

35%

45%

49%

82%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プラス安全の取組

その他取組

労災保険特別加入の促進

GAP・規範の取組の促進

様々な媒体を活用

した情報提供

灯火器類設置の促進
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令和３年秋の農作業安全確認運動期間中の取組
（地域における取組状況）

※ 運動参画機関のうち、取組報告のあった行政機関848団体のデータ

「シートベルト等の着用徹底の働きかけ」実施方法
（複数回答）

推 進

主な取組内容（春の運動の展開方針）

重点推進テーマに基づいた推進活動
① 農業者への声かけ運動

農業者を取り巻く地域の方々が、農業者の集まる講習会、座談会、イベントのみならず日常的な業務活動等においても、農業者に
対して、乗用型トラクター運転時のシートベルト装着を呼びかける

② 研修を通じたシートベルト装着効果等の理解増進
農業者を対象とした「農作業安全に関する研修」の開催を推進するとともに、この中で農業者に対して乗用型トラクター運転時の
シートベルト装着の効果等について周知を徹底する。

その他の継続的に推進する取組
① 都道府県・地域単位の推進体制の強化
② 農作業事故情報の収集・分析
③ 公道⾛⾏時の法令遵守
④ 「農林⽔産業・⾷品産業の作業安全のための規範」やGAP の周知・実践
⑤ 労災保険特別加入の促進

＜令和４年春のテーマ＞ しめよう︕シートベルト

＜参画団体＞ 地方公共団体、ＪＡ、農業機械メーカー、その他農業関係団体など約800団体

３．令和４年春の農作業安全確認運動の取組⽅針①

＜運動期間＞ 春︓令和４年３⽉１日〜５⽉31日（３ヶ⽉間）
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○ 農業者を対象とした「農作業安全に関する研修」の開催を推進するとともに、この中で農業者に対して乗用型トラクター運転
時のシートベルト装着の効果等について周知を徹底する。

○ 都道府県段階、地域段階の農作業安全対策を推進する主体（以下、農作業安全協議会等という。）等は、この春の
農作業確認運動期間において、農業者を対象とした農作業安全に関する研修の開催を企画し、令和４年度中に研修を
開催する。

３．令和４年春の農作業安全確認運動の取組⽅針③
（農作業安全に関する研修）

春の運動期間後に参画機関の研修の企画状況をとりまとめ、秋の農作業作業安全確認運動推進会議で共有する。

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

研修の企画
研修の状況報告

（予定） 研修の開催

情報共有

研修のスケジュール

農作業安全に関する基礎的な研修（基礎研修）

研修の実施主体

□ 都道府県・地域段階の農作業安全推進協議会等の推進組織又はその構成員
（行政機関、生産者団体、農業機械の製造・販売業者等）

・農林水産省が提示するカリキュラム「乗用型トラクター事故の発生状況とシート
ベルト装着による効果」に即したもの

農作業安全に関する実践的な研修（実践研修）

・基礎研修の受講者相当の知識等を有する者を対象とし、地域における営農体
系や事故実態に応じた、実践的な内容

・研修の例
■ 農業機械の適切な点検・整備に関する研修
■ 農業機械の適切な使用方法に関する研修
■ 農作業安全に関する専門家と農業者の対話型による研修 など

・全ての農業者を対象とし、共通して身につけておく必要がある知識等を習得する
基礎的な内容

研修の開催方法

□ 農作業安全に関する研修は、農業者等が参加する既存の会議、集会、講習会等
に農作業安全の要素を付加（＋（プラス）安全）した形式で開催するなど、地域の
実情に応じ様々な形態で開催

研修の講師

□ 日本農業機械化協会等が実施している研修において育成された「農作業安全
に関する指導者」を積極的に活用

【農作業安全に関する指導者の例】
都道府県・市町村職員、JA職員、農業機械メーカー、販売店の社員、農業機械
士、労働安全衛生コンサルタント、指導営農士・農業経営士、GAP指導員など
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○ 農業者を対象とした農作業安全に関する研修の開催など、県段階や地域段階において農作業安全対策を効果的に講
じるためには、推進協議会等を設置を通じて、行政、生産者団体、農業資材販売店など関係機関が事故情報や普及啓
発方策を共有し、一体的に取り組んでいくことが重要。

○ 県段階の協議会では全国42道府県で設置が確認されている一方で、地域段階の協議会は一部の地域での設置に止ま
る状況であることから、引き続き、地域の実情を勘案しつつ、設置の促進を図る必要。

○ 地域段階の協議会の設置状況等については秋の運動までを目途に調査を実施予定。

３．令和４年春の農作業安全確認運動の取組⽅針④
（都道府県・地域段階の推進体制の強化）

都道府県段階の設置状況
（令和4年1月時点）

地域段階の設置状況
（令和3年3月15日時点）

︓【道県内全域で設置済】
︓【県内の5割以上＊の地域で設置済】
︓【県内の5割未満＊の地域で設置済】
︓【未設置】

【今後、県内全域で設置を検討中の県】
群馬県、富山県、福岡県、熊本県

【今後、県内一部地域で設置を検討中の県】
⻘森県、岩⼿県、宮城県、秋⽥県、茨城県、
栃⽊県、千葉県、静岡県、新潟県、⽯川県、
福井県、滋賀県、兵庫県、⿅児島県

＊県内の市町村数のうち、設置済の協議会に含まれる市町村数の割合

全体の約２割の市町村で設置（363/1,741市町村）

地域段階の協議会
他の協議会が安全対策の取組を
実施している場合もカウント

例）○○市営農指導連絡協議会
▲▲地域農業再生協議会
××市農林振興協議会

︓【設置済みの道府県】
42道府県

︓【設置を検討している県】
福井県

︓【設置意向を確認できない都府県】
東京都、大阪府、和歌山県、広島県
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○ 令和２年６月より都道府県、農機メーカー等からのケガを含めた農作業事故情報の収集・報告の取組を強化し、毎
月の報告にするとともに、調査結果をMAFFアプリや農林水産省HP等で毎月公表。

○ 令和３年は366件の報告があり、調査開始以降最も多い報告数であった。

○ 引き続き農作業事故情報の収集・報告をお願いするとともに、各地域においても事故の実態を分析するなど、農作
業安全対策の検討に活用いただきたい。

３．令和４年春の農作業安全確認運動の取組⽅針⑤
（農作業事故情報の収集・分析）

農作業事故調査の事例紹介

農作業事故情報の収集・分析は、効果的な農作業安全対策の検討を進める上で極めて重要です。
ここでは、事故情報の収集を積極的に行っている県の事例を紹介します。

５ 調査フロー
⑴ 農作業事故発生（死亡・負傷）

警察，消防，新聞，メディア等の情報により事故を把握する。
⑵ 地域振興局・支庁農政普及課において事故調査を実施

市町村，警察，消防等と協力し，事故調査を実施する。
⑶ 事故調査の結果を経営技術課へ報告

⑵の事故調査の結果を事故発生から７日以内に経営技術
課へ報告する。

⑷ 事故発生状況の情報提供
経営技術課において，⑶の報告による事故の発生状況を

毎月取りまとめ，県ＨＰへ公表する。

「鹿児島県農作業事故調査実施要領」の抜粋

鹿児島県における農作業事故の調査について

＜取組のポイント①＞ ＜取組のポイント②＞

「鹿児島県農作業事故調査実施要領」を定め、県内
の調査体系等を明記。

各市町村長等の関係機関に対して、事
故調査を行う際の情報提供等の協力依
頼を発出。

○ 調査協力の依頼先

・各市町村長
・鹿児島県警察本部長
・各警察署長
・各消防局（組合）長
・各農業協同組合長
・各農業共済組合長
・県農業機械商業協同組合長
・各農業機械整備施設の長
・農業機械メーカーの長

報告件数 366件
（前年:326件）

うち 都道府県のみからの
報告

335件
（前年:278件）

〃 農業機械メーカーのみ
からの報告

41件
（前年:35件）

〃 両方からの報告
(都道府県、メーカー)

20件
（前年: 13件）

死亡事故の報告件数 151件

負傷事故等の報告件数 215件

＊報告数は令和４年１月末日時点

都道府県、農機メーカーからの事故情報
（令和３年1⽉〜令和３年12⽉報告分）
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農作業安全検討会中間とりまとめー概要ー

農作業環境の安全対策の強化

【農業機械の安全対策の強化】

農業者の安全意識の向上

【農地、農道、農業施設等の安全対策の強化】

【研修体制の強化】

【現場の取組の活性化】

令和３年５月14日
農作業安全検討会

農業は毎年300件前後の死亡事故が発生。就業人口10万人当たりの死者数も増加傾向にあり、他産業との差は拡大している。労働安全が未だ十分に確保さ
れていない状況に、農業関係者は強い危機感を抱くべきであり、農作業安全対策を幅広い観点から更に積極的に展開すべき。

・ 海外や他分野で装備されている安全
装置等が、我が国では未装備

→ 農作業死亡事故の要因となっている可能性

・ 海外や他分野の現状等を踏まえ、逐次、安全装
置の装備化等を進める必要

→ まずは、以下の装備化等の検討を開始
・ シートベルト非着用時の警告装置
・ シートスイッチ(離席時に作業機への動力伝達を遮断する装置)

・ 安全性検査※の受検が一部の機種に
偏重

→ 農業者が安全基準を満たす型式を容易に選択で
きない状態

※農研機構が運用する任意の制度

・ 安全性検査の仕組みを見直し、受検率の向上を
図る必要

→ 以下の見直しの検討を開始
・ 書類審査への移行
・ 検査手数料の低減
・ 検査合格機について保険料の割引の働きかけ 等

・ 法令※で定められた規制への農業分
野における対応が十分ではない

・ トラクター等が、他分野と異なり、法令
※の規制対象機械となっていないもの
がある

※労働安全衛生法令、道路運送車両法令

・ 既に法令で規制されている取組の徹底に向けた
指導の強化等が必要

（例）フォークリフトの定期自主検査、トラクターの灯火器類の設置

・ 事故分析結果等を踏まえ、必要に応じてトラク
ター等の規制上の取り扱いについて、法所管省
への確認が必要

・ 農地や農道、農業施設等の安全対策
の強化が重要

・ 農業生産基盤整備を行う際の安全配慮の徹底、
優良事例の積極的な情報提供が必要

①

②

③

④

・ 家族経営が多く労務管理が困難

・ 農業者は農作業事故を「自分ごと」とし
て捉えていない

⑤

・ 事故が経営に及ぼす影響を、事例を通じて
実感できるような研修※が有効
※ 自動車運転免許証の更新時講習などが参考

・ 研修受講を補助金の受給要件（クロスコン
プライアンス）化する必要

・ ＧＡＰなどの具体的な取組に向けて、
農業者等の機運の醸成が不可欠

⑥

・ 県段階、地域段階における農作業安全推
進協議会等の設置促進が必要

・ 積極的な取組の表彰等を通じて、安全対策
の印象を前向きなものに変えていく必要

（参考）
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（参考）農作業安全検討会における検討経過
○ 農林水産省では、農作業における安全対策の強化を図るため、昨年２月に農業者・農業者団体、労働安全に係る有

識者、農業機械関係団体等の関係者からなる「農作業安全検討会」を設置し、５月にはその検討の結果を「農作業安
全対策の強化に向けて（中間とりまとめ）」としてとりまとめ。

○ 中間とりまとめを踏まえ、農作業安全検討会の下に、①安全性検査基準検討部会乗用型トラクター分科会、②安全
性検査制度検討部会の２つの部会を設置し、農業機械メーカー等の関係者と検討を実施。乗用型トラクターについ
て、海外や他産業と同様の安全装備を令和７年から装備する方向で合意したほか、（国研）農研機構が実施する安全
性検査制度についても見直しに向け検討中。

乗用型トラクターの安全基準

１ シートベルトリマインダー

・ 道路運送車両法の保安基準における自動車の警報装置の要件

を参考に、視覚及び聴覚による警報を基準化。

※ シートベルトを締めずに一定時間以上走行すると警報ランプと

警報音で警告。

２ シートスイッチ

・ EUと同様に、車両が停止している際に離席後７秒以内にPTOの

駆動が停止するシートスイッチの装備を基準化。

３ 新基準の適用時期
・ 令和７年度から新基準の適用を開始。

安全性検査制度の見直し

１ 対象機種

・ 乗用型トラクター、自脱型コンバイン、田植機、乾燥機、歩行型トラクター

は、順次、安全装備検査基準を個別に検討した上で実施。

・ スピードスプレヤー（SS）については、別途分科会を立ち上げた上で必要

な安全対策を検討。

２ 開始時期

・ 乗用型トラクターの新基準の適用時期である令和7年４月と整合させるこ

ととし、その間は現行制度を継続する。

３ 書面審査

・ 安全性検査の合否の判断を、実機検査に代えて書面で行う。

・ 書類や申請手続きを簡素化する。

４ 製品アセスメント

・ 検査実績が十分ではない機種は、対象機種から一旦除外した上で、安

全性能を評価及び公表する「製品アセスメント」を行い、市販機種の安全

水準を関係者に広く明らかにした上で、対象機種への移行を進める。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


